
（ 参考資料 １ ） 

 

１ 財政健全化法の概要について  

 

平成１９年６月に、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が公布され、地方公共団体は、

毎年度、健全化判断比率を監査委員の審査に付した上で、議会に報告するとともに、住民に対し公

表することが義務付けられました。 

 各地方公共団体は、健全化判断比率により、「健全段階」「早期健全化段階」「財政再生段階」の

３つの段階に区分され、早期健全化段階や財政再生段階になった場合には、それぞれのスキームに

従って財政健全化を図ることとなります。 

 

 

２ 早期健全化基準とは  

 

健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上の場合は、「早期健全化段階」となり、財政健

全化計画を定めなければなりません。 

財政健全化計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表するとともに、総務大臣等への報告、

全国的な状況の公表等の規定を設けます。また、毎年度、その実施状況を議会に報告し、公表しま

す。 

 

 

３ 財政再生基準とは  

 

健全化判断比率のいずれかが財政再生基準以上の場合には、「財政再生段階」となり、財政再生

計画を定めなければなりません。 

 財政再生計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表します。また、総務大臣に協議し、その

同意を求めることができます。 

財政再生計画を定めている地方公共団体（財政再生団体）は、毎年度、その実施状況を議会に報

告し、公表します。 

 なお、財政再生計画に総務大臣の同意を得ている場合でなければ、災害復旧事業等を除き、地方

債の起債ができません。 

 

 

※早期健全化基準・財政再生基準（豊後大野市） 

 

 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

早期健全化基準 １２．６４ １７．６４ ２５．０ ３５０．０ 

財政再生基準 ２０．００ ３０．００ ３５．０ － 

 


